
「学校施設の老朽化対策について ～学校施設における長寿命化の推進～」

（概要）
平成２５年３月 学校施設の在り方に関する調査研究協力者会議

Ⅰ 学校施設を取り巻く現状と課題

１．学校施設の役割
○子どもたちの学習・生活の場 ○地域コミュニティや防災の拠点
○公共施設の約４割を占める施設

２．学校施設の現状
（１）学校を取り巻く状況

○少子化による児童生徒数及び学校数の減少。今後

も更に減少する見込み。

  一方，学校施設面積は近年，ほぼ横ばいの状況。

（２）老朽施設の増加

○小中学校は，昭和４０年代後半から５０年代にか

けての児童生徒数の急増期に多くが整備。非木造

施設約１億５千万㎡のうち築２５年以上で改修を要する施設は約７割。

○学校施設の改築までの平均年数は約４２年であり，現在は昭和４４年頃建築の学校を改築。昭

和５２年～５６年にかけて３千万㎡超の施設が整備されているため，近い将来，これらの老朽

化対策を多額の費用を掛けて行うことが必要。

（３）地方公共団体の認識

○アンケート調査では，老朽化対策について，約７割の市区町村が不十分又はやや不十分と回答。

今後特に重要な課題として「老朽化した施設の再生」と回答した市区町村が最も多い。

公立小中学校の経年別保有面積（非木造校舎・体育館・寄宿舎）

３．老朽化対策の必要性
○安全面：外壁・窓枠の落下，構造体としての強度の低下

（安全面での不具合：約１万４千件（H23）） 
○機能面：雨漏り，設備機器や配管の破損，トイレの衛生や

バリアフリー，近年の教育内容・方法への不適応

（機能面での不具合：約３万件（H23）） 
○環境面：省エネ化されておらず，エネルギーの無駄が大きい
○財政面：今後老朽施設が大幅に増加し，膨大な更新費用が必要

児童生徒数の小中学校数の推移

第１部 学校施設老朽化対策ビジョン 
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公立学校施設実態調査を元に作成

改修済
1,０９４万㎡

全保有面積：15,193万㎡
経年２５年以上で改修が必要なもの：
　　　　　　　　　　　９，９３４万㎡

経年2５年未満
4,165万㎡

公立小中学校（ＲＣ造）の改築までの平均年数

（小）昭和５６年 
１，１９３万人

（小）昭和３３年 
１，３４９万人

（中）昭和３７年 
７３３万人 （中）昭和６１年 

６１１万人 

（小）平成２３年 
６８９万人 

（２万２千校） 

（中）平成２３年 
３５７万人 

（１万１千校） 

現在における 
改築の主な対象 

（左）落下したモルタル （右）劣化による配管破損
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１．目指すべき姿
○安全・安心な施設環境の確保 ○教育環境の質的向上 ○地域コミュニティの拠点形成

Ⅱ 老朽化対策の基本的考え方

２．施策の方向性
（１）計画的整備

○「事後保全型」から「予防保全型」管理への転換
○劣化状況，教育内容への適応状況などの把握
○改修等の実施時期や規模などを定めた中長期的な

整備計画の策定

（２）長寿命化
○現在は平均約４２年で改築。しかし， ７０年～

１００年以上の長寿命化も技術的には可能。
○厳しい財政状況の下では，改築より安価な長寿命化

改修へと転換することが必要。
  その際，施設の耐久性を高めるとともに，近年の教育内容・方法への適応や省エネ化，バリア 
  フリー化など現代の社会的要請に応じた整備を行うことが重要。

【参考】今後３０年間で必要となる更新費用の試算
従来の改築中心の整備：約３８兆円   長寿命化改修中心の整備：約３０兆円

※試算結果については建築技術の進展や保有面積の減少の程度等により変動する余地があることに注意が必要。

（３）重点化
○児童生徒数が更に減少することが予想される中，施設規模の適正化を図ることが必要。

余裕教室などの空きスペースの有効活用を進めるとともに、地域の実情に応じ、公共施設との
  複合化や減築を行うことも必要。

１．ＰＤＣＡサイクルによる施設整備
（Ｐ）施設の劣化状況など現状の把握，中長期的な整備計画の策定 

 （Ｄ）改修等の実施，適切な維持管理の実施 （Ｃ）継続的な評価の実施 （Ａ）改善点の整理
２．組織体制の充実

○営繕担当部局の協力を得つつ，組織体制を見直し

１．計画的整備の推進：中長期的な整備計画の策定支援，技術面での支援体制の構築
２．長寿命化の推進：長寿命化改修の具体的手法を示した手引の作成

国庫補助事業の改善（「長寿命化改良事業」の創設）
３．重点化の推進：劣化度や環境性能などの評価指標の開発

必要面積（国庫補助の基準となる面積）の見直し

Ⅲ 地方公共団体における再生整備の具体的な進め方

Ⅳ 国による推進方策

１．学校施設の現状把握 （名古屋市）築４０年以上の施設の耐久性を調査

２．学校施設の長寿命化 （福岡県八女市）築４０年の屋内運動場を新築同様に改修。建築コスト 
を削減 

３．中長期計画の策定  （さいたま市）４０年間の将来推計に基づく施設管理計画を策定。市民
の理解を得るためのシンポジウム等を開催

４．学校施設の有効活用 （埼玉県志木市）学校と公民館・図書館を複合化
５．改修方式の工夫によるコスト削減等（大津市）校舎の２階を減築し、耐震性能を向上

第２部 先進的な取組事例 
※地方公共団体が老朽化対策に取り組む際の参考となる

２６事例を掲載。

地方公共団体における老朽化対策の取組状況
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